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EDINETを活用する意義・範囲 

 
 事業報告・計算書類（会社法開示）と有価証券報告書（金商法開示）は、株主総会に係る適正
手続の確保（会社法開示）、株主・投資家への十分な情報開示の確保（金商法開示）というそ
れぞれの目的に応じ、内容も異なっているところがある。 

 諸外国では、日本の会社法と金商法に相当するそれぞれの法律に基づく開示について、両
方の要請を満たす１つの書類を作成し、開示している例がみられる。日本でも、制度上、両方
の要請を満たす１つの書類を作成し、開示することは可能。 

 なお、日本では、当初、有価証券報告書の提出期限は期末後２か月以内であったが、期末後
２か月以内の提出は困難という企業側の要望があり、３か月以内に延長された経緯があり
（昭和27年）、事業報告等と有価証券報告書が異なる書類として提出される実務慣行が定着。 

 一方、半世紀に渡り、記載内容の共通化等を図るための調整を実施してきている。また、昨
年４月の金融審議会報告等を踏まえ、共通化等をさらに容易にする取組みを進めている。 
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背景 

 株主総会資料の電子提供制度の導入に当たっては、上記のような観点からも検討する必要。 

 このため、 
① 自社HPで事業報告等を開示する場合に加え、 
② EDINETで株主総会前に事業報告等の記載事項を含む有価証券報告書を金商法上の書

類として開示する場合 
についても、電子提供として会社法上認められることが望ましい。 

EDINETを活用する意義・範囲 



（参考） 会社法・金商法・取引所規則開示に係るこれまでの調整 

年 内    容 
Ｓ37  ・商法改正。商法会計について、企業会計審議会が公表 

    した「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連 
   続意見書」の考え方を大幅に取り入れ、企業会計原則に 
   近づけた。 

Ｓ38 
  ・企業会計原則（注解）修正。商法と抵触する部分（剰余 
   金計算書等）を修正し、商法との調整を図った。 

 ・財務諸表等規則改正。企業会計原則及び商法計算書 
   類規則との調整を図った。 

Ｓ49  ・商法改正及び企業会計原則修正。いわゆる斟酌規定 
   （商業帳簿の作成に関する規定の解釈につき公正な会 
   計慣行を斟酌する）を新設するなど、商法会計と企業会 
   計原則との調整を図った。    

 ・商法計算書類規則及び財務諸表等規則等改正。表示 
   基準等を一元化。 

Ｓ57 
 ・商法計算書類規則及び財務諸表等規則等改正。企業 
   会計審議会が公表した「商法計算規定に関する意見書」 
   等を受けた商法改正を踏まえ、会計方針等の注記など 
   について証取法（現：金商法）との調整を図った。  

Ｈ11 
 ・商法改正。大蔵省、法務省が公表した「商法と企業会計 
   の調整に関する研究会報告書」等を受けて、金融商品 
   の時価評価制度を導入し、証取法との調整を図った。 

年 内    容 
Ｈ15  ・商法施行規則改正。以下の改正を実施。 

 －営業報告書（現：事業報告）の 主要な事業内容等の記載 
     につき、連結ベースでの作成を認めることで、有価証券報 
     告書の記載との共通化が可能となった。 

 －有価証券報告書提出会社について、商法施行規則と財 
     務諸表等規則で用いる用語の不一致などの解消を図っ   
     た。 

Ｈ18  ・会社法及び会社計算規則施行。以下の証取法との調整を 
    図った。 
  －有価証券報告書提出会社の決算公告を不要に。 
  －有価証券報告書提出会社の計算書類につき、連結    
      計算書類の作成を義務化。 
  －会社計算規則を整備し、一般に公正妥当な企業会計 
    の原則と同一化。 

Ｈ19  ・決算短信様式改正。投資者が必ずしも決算発表時に必     
    要としないと考えられる情報を有価証券報告書等に委ね 
    ることとした。 

Ｈ21  ・内閣府令改正。株主総会前に有価証券報告書の提出     
   が可能となった。 

Ｈ23  ・決算短信様式改正。決算短信の基本的要素をサマリー 
    情報と添付資料に分離し、添付資料の様式を廃止するこ 
    とで、有価証券報告書等との記載の共通化が容易となっ 
    た。 

Ｈ26  ・財務諸表等規則等改正。単体情報を簡素化し、会社計     
    算規則に基づき作成した財務諸表を有価証券報告書に記 
    載することが可能となった。 
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EDINETの概要と株主総会資料の開示状況 

 
 EDINET（Electronic Disclosure for Investors’ NETwork）は、金商法に基づく有価証券報
告書等の開示書類を電子的に提出・縦覧するシステム。我が国金融・資本市場の基本イ
ンフラとして、金商法に基づいて設置されているものであり、24時間365日（定期保守等を
除く）、稼働している。 

EDINETの概要 

 
 開示府令上、事業報告・計算書類が有価証券報告書の添付書類とされているため、これ
らがEDINET上で開示されている。 

 
 有価証券報告書については、提出会社において任意の記載を加えることが可能である
ところ、多くの会社が、実務上、株主総会参考書類等の他の株主総会資料も含めた招集
通知全体を添付している。 

EDINETにおける株主総会資料の開示状況 
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EDINETの活用に関連する論点 

 
 EDINETは、システム全体を効率的に運用する観点から、個別の添付書類に対してはア
ドレスを付与しないこととしている。添付書類の一覧についてはアドレスが付与されてい
るが、アドレスが長文にわたってしまうため、書面への記載には適さない。 

    このため、仮に招集通知においてウェブサイトアドレスを記載することが求められる場合
   には、適用除外とすることが必要。 
 
 株主によるアクセスの容易性の観点からは、招集通知にEDINETにおける具体的な検索
方法を記載すれば、実質的な支障は生じないものと考えられる。 
 

※ 別添「（参考）EDINETによる検索方法」参照 

招集通知におけるウェブサイトアドレスの記載 

 
 EDINETは、開示書類が継続して公衆縦覧に供されることが法令によって担保され、安定
的に運用されているシステムであり、かつ、企業が一度開示した書類を任意に改変する
ことはできない仕組みとなっているため、仮に調査制度を設ける場合でも、適用除外とす
ることが望ましい。 

調査制度の適否 
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（参考） EDINETによる検索方法 ① 

 EDINETのトップページ（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）から「書類検索」を選択。 

 

 「提出者／発行者／ファンド」欄に会社名（証券コード、EDINETコードも可）を入力。 
（下図は「三菱ＵＦＪフィナンシャル」を入力した例） 

 

 

 「検索」ボタンを押すと、開示書類
が直近に提出したものから順に表
示される。 

 

 

 



 開示書類を選択すると、別のウィンドウが開いて書類が表示される。 

  （下図は「有価証券報告書」を選択した例） 
 

 

（参考） EDINETによる検索方法 ② 



 「代替書面・添付文書」のタグを選択すると、該当書類の一覧が表示される。 

（参考） EDINETによる検索方法 ③ 

 「事業報告」を選択
すると、書類が表
示される。 

 「招集ご通知」を選
択すると、書類が
表示される。 


